
 

令和５年度 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

実施事業効果検証調書 

 

  

事業番号 1 

担当部署   社会福祉課            

 

事業名 
価格高騰重点支援給付金給付事業 

【低所得者世帯給付金】 

事業開始 令和 5年 6月 28 日 

事業完了 令和 5年 12 月 11 日 

経済対策 

との関係 
④-Ⅳ．コロナ禍において物価高騰等に直面する生活困窮者等への支援 

総事業費 145,560,000 円 
財

源 

国庫補助金    0 円 

コロナ交付金 145,560,000 円 

一般財源    0 円 

その他    0 円 

事業概要 

①目的 

②経費 

③対象 

①新型コロナウイルス感染症及び電力・ガ

ス・食料品等の価格高騰による家計への影響

が大きい低所得世帯に対し支援する。 

②給付金 

③4,852 世帯×30,000 円＝145,560,000 円 

④R5 年度分の住民税非課税世帯 

 

 

 

 

 

 

 

 

事

業

費

内 

訳 

・給付金実績： 

 4,852 世帯×30,000 円＝145,560,000 円 

 支給開始：令和 5年 7月 12 日 

 

効果・検証 

①効果 

②検証 

・住民税非課税世帯に対して、早期に支給できた。 

 

 

 

備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

令和５年度 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

実施事業効果検証調書 

 

  

事業番号 2 

担当部署   社会福祉課            

 

事業名 価格高騰重点支援給付金給付事業（事務費） 
事業開始 令和 5年 6月 28 日 

事業完了 令和 5年 12 月 11 日 

経済対策 

との関係 
④-Ⅳ．コロナ禍において物価高騰等に直面する生活困窮者等への支援 

総事業費 3,298,351 円 
財

源 

国庫補助金    0 円 

コロナ交付金 3,298,351 円 

一般財源    0 円 

その他    0 円 

事業概要 

①目的 

②経費 

③対象 

①新型コロナウイルス感染症及び電力・ガ

ス・食料品等の価格高騰による家計への影響

が大きい低所得世帯に対し支援する。 

②事務費 

③会計年度職員人件費 1,290,000 円、旅費

8,000 円、消耗品費 458,000 円、印刷製本費

188,000 円、通信運搬費（郵送）1,522,000 円、

通信運搬費（振込手数料）1,375,000 円 

④R5 年度分の住民税非課税世帯 
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効果・検証 

①効果 

②検証 

 

 

 

 

備考 
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実施事業効果検証調書 

 

  

事業番号 3 

担当部署   商工労働課            

 

事業名 地域応援商品券事業（重点交付金分） 
事業開始 令和 5年 6月 22 日 

事業完了 令和 5年 12 月 14 日 

経済対策 

との関係 
④-Ⅳ．コロナ禍において物価高騰等に直面する生活困窮者等への支援 

総事業費 226,865,000 円 
財

源 

国庫補助金    0 円 

コロナ交付金 130,968,000 円 

一般財源 95,897,000 円 

その他    0 円 

事業概要 

①目的 

②経費 

③対象 

①新型コロナウイルス感染症及び電力・ガ

ス・食料品等の物価高騰の影響を受ける生活

者及び事業者を支援するため、商品券を配付

し生活の安定と地域経済の活性化を図る。 

②商品券、事務費 

③35,000 人×7,000 円＝245,000 千円、事務

費 16,352 千円（需用費 3,634 千円、役務費

9,500 千円、委託料 3,218 千円） 

④市民 

 

 

 

 

 

 

 

 

事
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費

内 

訳 

・商品券配付実績 231,301,000 円 

効果・検証 

①効果 

②検証 

①33,043 人×7千円＝231,301 千円 

②商品券の発行により、物価高騰の影響を受ける市民へ支援するとともに、市内での消費促進により、

地域経済の活性化を図ることができた。 

 

 

 

備考 
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事業番号 4 

担当部署   商工労働課            

 

事業名 地域応援商品券事業（通常交付金分） 
事業開始 令和 5年 6月 22 日 

事業完了 令和 5年 12 月 14 日 

経済対策 

との関係 
④-Ⅳ．コロナ禍において物価高騰等に直面する生活困窮者等への支援 

総事業費 15,934,832 円 
財

源 

国庫補助金    0 円 

コロナ交付金 7,512,000 円 

一般財源 8,422,832 円 

その他    0 円 

事業概要 

①目的 

②経費 

③対象 

①新型コロナウイルス感染症及び電力・ガ

ス・食料品等の物価高騰の影響を受ける生活

者及び事業者を支援するため、商品券を配付

し生活の安定と地域経済の活性化を図る。 

②商品券、事務費 

③35,000 人×7,000 円＝245,000 千円、事務

費 16,352 千円（需用費 3,634 千円、役務費

9,500 千円、委託料 3,218 千円） 

④市民 

※事業番号 3と同一事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

事

業

費

内 

訳 

 

効果・検証 

①効果 

②検証 

 

 

 

 

備考 
 

 

 

 


